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第１、審査の概要

審査の対象

　 （１）平成２８年度大崎上島町一般会計歳入歳出決算及び関係書類

　 （２）平成２８年度大崎上島町特別会計歳入歳出決算及び関係書類

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療保険事業特別会計

簡易水道事業特別会計

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

漁業集落排水事業特別会計

港湾管理特別会計

漁港管理特別会計

交通事業特別会計

干拓地管理特別会計

　 （３）財産の状況

　 ２、審査の期間

　　　 平成２９年８月２１日から８月２４日まで

　 ３、審査の手続

　　 　審査に付された、一般会計及び各特別会計歳入歳出決算書について、関係法令に準拠して

　　 作成されているかどうかを確かめ、これらの計数の正確性を検証するため、関係諸帳簿その

　　 他証書類との照合等通常実施すべき審査手続きを実施した。

第２、審査の結果

　　　 審査に付された一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算書は、関係法令に準拠して作成さ

　　 れており、その計数は関係諸帳簿その他証書類との照合した結果誤りのないものと認めた。

　 　　また、予算の執行及び関連する事務の処理は、適正に行われているものと認めた。

　　 　審査の結果の詳細は、以下のとおりである。

　　注　文中の金額は万円単位、各表中の金額は千円単位とし、単位未満の数値は四捨五入した、

　　　　従って合計と内訳計が一致しない場合がある。
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　 １、決算の総括

　 （１） 決算規模

一般会計及び特別会計の決算額は次のとおりである。

 形式収支Ｃ 　翌年度  実質収支

　　Ａ-Ｂ 繰越財源 D Ｅ＝Ｃ－Ｄ

２８年度 7,898,859 7,473,750 425,109 131,744 293,365

２７年度 7,092,340 6,781,202 311,138 103,522 207,616

国民健康保険 ２８年度 1,341,572 1,330,293 11,279 0 11,279

特 介護保険 ２８年度 1,554,749 1,508,403 46,346 0 46,346

後期高齢者 ２８年度 165,217 165,049 168 0 168

別 簡易水道 ２８年度 449,802 403,377 46,425 3,270 43,155

公共下水道 ２８年度 152,991 142,862 10,129 0 10,129

会 農業集落 ２８年度 48,016 39,291 8,725 0 8,725

漁業集落 ２８年度 63,724 54,976 8,748 0 8,748

計 港湾管理 ２８年度 22,692 16,038 6,654 0 6,654

漁港管理 ２８年度 3,376 3,114 262 0 262

交通事業 ２８年度 81,241 81,017 224 0 224

干拓地管理 ２８年度 143,125 142,676 449 0 449

２８年度 4,026,505 3,887,096 139,409 3,270 136,139

２７年度 3,861,923 3,749,372 112,551 0 112,551

２８年度 11,925,364 11,360,846 564,518 135,014 429,504

重複控除額 836,695 836,695 0 0 0

純決算額 11,088,669 10,524,151 564,518 135,014 429,504

２７年度 10,379,645 9,955,956 423,689 103,522 320,167

709,024 568,195 140,829 31,492 109,337

6.83 5.71 33.24 30.42 34.15

　決算規模を純決算額によって前年度と比較すると、歳入で６．８３％、歳出で５．

７１％それぞれ増加している。

(注）各会計相互間の繰入、繰出による重複額は次のとおりである。 単位　千円

繰　入 繰　出
△ 15,977 852,672

139,758
245,402 △ 15,977
51,785
108,130
79,975
35,984
43,415

800
17,300
129,900

2
221

836,695 836,695

　歳　出　Ｂ　　　区　　分

　合　　計

古 田 奨 学 金 繰 出 金

　　     単位　千円

　特別会計 

　一般会計

　　小　　計

　歳　入　Ａ

国 光 奨 学 金 繰 出 金

農 業 集 落 排 水 事 業
漁 業 集 落 排 水 事 業

　　前年との比較

　　　　増　減　率　％

漁 港 管 理

介 護 保 険 事 業

干 拓 地 管 理

２
合           計

区          分
一  般  会  計

特
 
別
 
会
 
計

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 事 業
簡 易 水 道 事 業

交 通 事 業

公 共 下 水 道 事 業



　（２）決算収支

　　　　純決算額における歳入歳出差引残高は５億６４５２万円で、翌年度へ繰越すべき財源

　　　を差引いた実質収支の額は４億２９５０万円の黒字となっている。

　（３）予算の執行状況

　　　　歳入決算額１１９億２５３６万円は、総予算額１２６億８４４１万円に対し７億５９０

　　　５万円の減で、収入率９４．０２％（前年度９５．３１％）となっている。

　　　　また、調定額の１２０億５６４３万円に対する収入率は９８．９１％（前年度９８．７

　　　７％）となっており、収入未済額１億１４５０万円は前年度に比して２１４３万円の減と

　　　なっている。なお、不納欠損額は１６５７万円（前年度２０５９万円）である。

　　　　歳出決算額１１３億６０８５万円は、総予算額１２６億８４４１万円に対し８９．５７

　　　％（前年度９１．６１％）の執行率で１億３５０１万円を翌年度へ繰越し、不用額は５億

　　　７４７８万円（前年度３億９３１１万円）となっている。

　　　　実質収支比率は７．０％（昨年度４．８％）と２．２％上昇しているが、今後も適切な

　（４）財政の構造

　　　　財政構造について、普通会計（一般会計、港湾管理特別会計、漁港管理特別会計、干拓

　　　地管理特別会計の各純計の合計）によって分析すると次のとおりである。

　　　　自主財源と依存財源の構成比の推移をみると次表のとおりで、自主財源の構成割合は前

単位：千円

区　分

1,117,924 14.1 1,172,040 16.5 地方譲与税 47,832 0.6 51,944 0.7

115,065 1.5 114,541 1.6 利子割交付金 772 0.0 1,497 0.0

113,379 1.4 113,792 1.6 配当割交付金 2,475 0.0 4,083 0.1

55,527 0.7 53,291 0.8
株式等譲渡

所得割交付金 1,347 0.0 3,669 0.1

13,018 0.2 8,259 0.1
地方消費税

交付金 144,355 1.8 163,247 2.3

436,627 5.5 14,678 0.2
自動車取得税

交付金 12,209 0.2 12,497 0.2

320,722 4.0 294,848 4.1
地方特例
交付金 910 0.0 1,118 0.0

131,611 1.7 118,279 1.7 地方交付税 3,053,626 38.6 3,262,727 45.8

交通安全対策
特別交付金 781 0.0 827 0.0

国庫支出金 600,637 7.6 486,938 6.8

県支出金 558,967 7.1 350,431 4.9

町　債 1,196,468 15.0 888,181 12.5

2,303,873 29.1 1,889,728 26.6 合　計 5,620,379 70.9 5,227,159 73.4

区　分 平成２８年度

繰 越 金

諸 収 入

財産収入

寄 付 金

繰 入 金

町　税

分担金及び
負担金

使用料及び
手数料

３

　　　財政運営を要望する。

　　　ア、歳入の構成

　　　年度に比べて２．５％増となり、金額は４億１４１５万円増加している。

平成２７年度平成２８年度

依　存　財　源自　主　財　源

合　計

平成２７年度



歳入の状況
(普通会計：一般会計・港湾管理特別会計・漁港管理特別会計・干拓地管理特別会計)

４

自主財源

23億386万円
(29.1%)

使用料及び手数料

1億1337万円( 1.4%)

諸収入
1億3161円( 1.7%)

分担金及び負担金
1億1506万円（ 1.5%)

依存財源

56億2039万円
(70.9%)

繰越金

3億2072万円（ 4.0%)

自動車取得税交付金 1221万円(0.2%)

地方特例交付金 91万円(0.0%)

利子割交付金 77万円(0.0%)

配当割引交付金 248万円(0.0%）

株式等譲渡所得割交付金 135万円(0.0%）

交通安全対策特別交付金 78万円(0.0%)

国庫支出金

6億64万円
( 7.6%)

地方交付税

30億5363万円

(38.6%)

県支出金

5億5897万円

町債

11億9647万円
(15.0%)

歳入総額

79億2425万円

町税

11億1792万円

(14.1%)

財産収入

5553万円（ 0.7％）

地方消費税交付金

1億4435万円

寄付金
1302万円( 0.2%)

繰入金

4億3663万円

地方譲与税

4783万円（ 0.6%）



　前年度に比し６億９５６１万円増加している。内容は人件費、公債費の減などにより義務

的経費で１億２２４２万円の減となり、物件費等の増加により、経常的経費は５８７３万円

の増である。また、その他の経費は積立金の減で７１２０万円減少している。

投資的経費は２か所の排水機場の整備、災害復旧等で７億８０８万円増加している。

単位：千円

829,682 11.1% 870,330 12.8%

655,394 8.7% 617,037 9.1%

1,178,369 15.7% 1,298,494 19.1%

2,663,445 35.5% 2,785,861 41.0%

1,150,555 15.4% 1,007,074 14.9%

88,098 1.2% 81,914 1.2%

721,097 9.6% 689,615 10.1%

1,959,750 26.2% 1,778,603 26.2%

4,623,195 61.7% 4,564,464 67.2%

1,293,024 17.3% 720,931 10.6%

135,988 1.8% 0 0.0%

1,429,012 19.1% 720,931 10.6%

402,395 5.4% 497,308 7.3%

52,920 0.7% 56,940 0.8%

984,256 13.1% 956,522 14.1%

1,439,571 19.2% 1,510,770 22.2%

7,491,778 100.0% 6,796,165 100.0%

普通建設事業費

災害復旧事業費

（投資的経費計）

積 　立 　金

合　　  　計

投資・出資金・貸付金

繰　 出 　金

（その他経費計）

イ、歳出の構成

公   債　 費

平成２７年度

（義務的経費計）

物 　件 　費

補  助  費  等

５

（経常的経費計）

平成２８年度区　　　分

人　 件 　費

扶 　助 　費

維 持 補 修 費

小　　計



性質別歳出の状況
(普通会計：一般会計・港湾管理特別会計・漁港管理特別会計・干拓地管理特別会計)

６

物件費

11億5055万円
(15.4%)

補助費等

7億2110万円

( 9.6%)

人件費

8億2968万円

(11.1%）

義務的経費

26億6344万円

(40.2%)

繰出金

9億8426万円

(13.1%)

普通建設事業費

12億9302万円

(17.3%)
扶助費

6億5539万円
（ 8.7%)

維持補修費

8810万円

歳出総額
７４億９１７８万円

公債費

11億7837万円

(15.7%)

経常的経費

46億2319万円

(61.7％)

その他経費

14億3958万円

(19.2%)

投資・出資金･貸付金

5292万円( 0.7%)

投資的経費

14億2901万円
（19.1%)

積立金

4億240万円

( 5.4%)
災害復旧費

1億3599万円( 1.8%)



、財政分析

主要財務比率は次表のとおりである。

① 財政力指数

基準財政収入額／基準財政需要額の過去３年間の平均値であり、この指数が１を超える場

合には、普通交付税の不交付団体となりそれだけ財源に余裕があるとされている。

本年度は０．２９６で前年度より０．００１ポイン上昇している。

（平成２７年度全国市町村平均財政力指数０．５０％）

② 実質収支比率

地方公共団体の決算剰余又は欠損の状況を財政規模との比較であらわしたもので、団体の

財政規模とかその年度の経済の景況等によって一概には言えないが３～５％程度が望ましい

と考えられている。

本年度は７．０％で前年度より２．２ポイント上昇している。

（平成２７年度全国市町村平均実質収支比率６．８％）

③ 経常収支比率

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには、財政構造の弾

力性が確保されなければならない。財政分析においては、財政構造の弾力性の度合いを判断

する指標の一つとして、経常収支比率が用いられている。この指標が町村で７５％、都市で

８０％を超える場合、その財政構造は弾力性を失いつつあると考えられている。合併初年度

から上昇し、平成１８年度は９６．５％となった。平成２３年度以降低下傾向にあったが、

　　 合併算定替え等により平成２８年度は８８．４％と前年度比３．１ポイント上昇している。

（平成２７年度全国市町村平均経常収支比率９０．０％）

④ 公債費比率

地方債の元利償還金等の公債費は義務的経費の中でも特に弾力性に乏しい経費であること

から、財政構造の弾力性をみる場合、その動向には常に留意する必要がある。この比率が高

いほど財政硬直化の一因となるものとされているが、通常、財政構造の健全性がおびやかさ

れないためには、この比率が１０％を越さないことが望ましいとされている。

892千円

802千円

9.0%

32千円 839千円

10.5%

877千円

85.3%

7.0%

908千円 33千円 867千円 1,641千円

85.5%

個人住民税

34千円 975千円 1,656千円

平成２６年度

財政力指数年　度

平成２７年度

町債残高 基金残高歳入額 歳出額

平成２８年度 0.296

平成２７年度

　ウ

年　度

人　口　一　人　当　り

実質収支比率 経常収支比率

4.8%

公債費比率

8.2%

７

88.4%

1,685千円

0.295

0.304 4.5%

平成２８年度 1,032千円

平成２６年度 876千円



今年度は８．２％で前年度より０．８ポイント低下している。

　（５）債務負担行為の状況

債務負担行為の推移を普通会計によってみると次表のとおりで、翌年度以降支出予定額は

前年度に比し４０２４万円（２５．２％）減少している。

区　　　　分

　債務負担行為額

　本年度末支出済累計額

　翌年度以降支出予定額

　（６）町債の状況

次表は町債会計別現在高の状況である。町債（一般会計・特別会計の合計）の本年度末現

在高は１２７億２１５３万円となり、前年度に比し、１億４３９４万円減少した。

財政構造の健全化に向けて更なる努力をされるよう要望する。

地方債現在高状況

８

単位：千円

47,000 047,000

927,221

127,936

平成２６年度

234,190

106,254

159,824

平成２７年度

230,166

10,154,184

平成２８年度

246,969

127,385

119,584

70,342

349,552

単位：　千円

977,259 987,815

209,726

1,195,000

平成２５年度平成２６年度

1,171,625

220,894

11,459,253

平成２８年度

10,700,250

平成２７年度

10,209,035

944,611

漁業排水

交通事業

198,219

332,694

1,133,913

会計名

一般会計

簡易水道

公共下水道

186,496

合計 12,721,532 12,865,472 13,455,412 14,228,654

1,091,149

農集排水

47,000

365,692315,482



２、一般会計

　（１）歳入

一般会計の本年度歳入決算状況を前年度と対比して示すと次のとおりである。

不納 収入

予算現額 調定額 収入済額 欠損額 未済額 対予算 対調定

％ ％

1,094,783 1,153,442 1,117,924 13,979 21,539 102.11 96.92

50,579 47,832 47,832 0 0 94.57 100.00

810 772 772 0 0 95.31 100.00

2,530 2,475 2,475 0 0 97.83 100.00

1,644 1,347 1,347 0 0 81.93 100.00

144,357 144,355 144,355 0 0 100.00 100.00

12,208 12,209 12,209 0 0 100.01 100.00

910 910 910 0 0 100.00 100.00

3,050,058 3,053,626 3,053,626 0 0 100.12 100.00

888 781 781 0 0 87.95 100.00

127,405 115,589 115,065 0 524 90.31 99.55

89,529 104,236 85,292 0 18,944 95.27 81.83

682,818 600,637 600,637 0 0 87.96 100.00

564,972 558,967 558,967 0 0 98.94 100.00

58,992 55,990 55,508 0 482 94.09 99.14

11,785 13,018 13,018 0 0 110.46 100.00

438,739 434,727 434,727 0 0 99.09 100.00

311,137 311,138 311,138 0 0 100.00 100.00

117,301 165,947 130,808 0 35,139 111.51 78.83

1,659,068 1,211,468 1,211,468 0 0 73.02 100.00

8,420,513 7,989,466 7,898,859 13,979 76,628 93.80 98.87

7,591,379 7,196,394 7,092,340 19,619 84,435 93.43 98.55

829,134 793,072 806,519 △ 5,640 △ 7,807 0.37 0.32

　収入済額は７８億９８８６万円で、予算現額８４億２０５１万円に対し５億２１６５万円の減、

予算現額に対する収入率は９３．８０％である。また、調定額７８億８９４７万円に対する収入率

は９８．８７％となっている。不納欠損額は１３９８万円で対調定額比０．１８％、収入未済額は

７６６３万円で対調定額比０．９７％である。

　これを前年度と比べると、収入済額は８億６５２万円（１１．３７％）増加している。収入未済

額は７８１万円（△９．２５％）減少している。不納欠損額は１３９８万円である。

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

諸    収    入

繰    越    金

町　　  　　債

平成２８年度計

平成２７年度

単位：千円　（歳入決算状況）

区　  　　　分

町　　 　 　税

収入率

地 方 譲 与 税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

地方特例交付金

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

９

地 方 交 付 税

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

県  支  出  金

財  産  収  入

増  　減　  額

寄    付    金

繰    入    金



不納 収入

予算現額 調定額 収入済額 欠損額 未済額 対予算 対調定

％ ％

319,730 331,040 320,171 587 10,282 100.14 96.72

700,571 742,841 718,821 13,374 10,646 102.61 96.77

26,080 27,025 26,397 17 611 101.22 97.68

45,000 44,216 44,216 0 0 98.26 100.00

1 0 0 0 0 0.00 0.00

1 0 0 0 0 0.00 0.00

3,400 8,320 8,320 0 0 244.71 100.00

1,094,783 1,153,442 1,117,925 13,978 21,539 102.11 96.92

1,157,225 1,225,529 1,172,040 19,618 33,871 101.28 95.64

△ 62,442 △ 72,087 △ 54,115 △ 5,640 △ 12,332 0.83 1.29

　町税の決算状況をみると、上表のとおり収入済額は予算現額を２３１４万円（２．１１％）上回っ

ている。内訳は町民税が４４万円（０．１４％）、固定資産税が１８２５万円（２．６１％）、

たばこ税は７８万円（１．７４％）の減、軽自動車税が３２万円（１．２２％）、入湯税は４９２

万円（１４４．７１％）上回った。

　収入済額の主なものは、固定資産税（構成比６４．３０％）、町民税（構成比２８．６４％）で、

前年度と比較すると５４１２万円減少した。主な内訳は、町民税が３０７７万円、町たばこ税が１３

　収入未済額は２１５４万円で前年度に比べ１２３３万円減少しており、町税徴収率は９６．９２％

と前年度対比で１．２９ポイント上回った。（本年度不納欠損額１３９８万円。）

　収入未済額の減少は、固定資産税１３３７万円を不能欠損していることによる。

　今後も引き続き滞納額の減少と徴収率の向上に向け努力されたい。

　　（平成２７年度広島県市町村平均税徴収率９６．４％）

不納 収入

予算現額 調定額 収入済額 欠損額 未済額 対予算 対調定

％ ％

1,135 1,196 682 0 514 60.09 57.02

1,351 1,367 1,127 0 240 83.42 82.44

△ 216 △ 171 △ 445 0 274 △ 23.33 △ 25.42

　保育料は法改正により、保育園と利用者が契約し園が徴収することとなった。一時保育事業は町と

の契約による委託事業のままであり、昨年度の調定漏れもあり収入未済額は５１万円となっている。

ア、町税

増  　減　  額

平成 ２７年度

単位：千円

区　  　　　分

児童福祉費負担金

収入率

イ、分担金及び負担金

収入率

平成２８年度計

平成２７年度

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税

鉱　　産　　税

特別土地保有税

１０

８５万円と減少となった。入湯税税は４６７万円の増となっている。

単位：千円

区　  　　　分

町　　民　　税

固 定 資 産 税

入　　湯　　税

増  　減　  額



不納 収入

予算現額 調定額 収入済額 欠損額 未済額 対予算 対調定

％ ％

1,448 1,036 926 0 110 63.95 89.38

1,815 983 869 0 114 47.88 88.40

△ 367 53 57 0 △ 4 16.07 0.98

32,290 48,053 29,592 0 18,461 91.64 61.58

32,801 49,966 32,110 0 17,856 97.89 64.26

△ 511 △ 1,913 △ 2,518 0 605 △ 6.25 △ 2.68

18,395 17,668 17,300 0 368 94.05 97.92

18,509 18,604 18,454 0 150 99.70 99.19

△ 114 △ 936 △ 1,154 0 218 △ 5.65 △ 1.27

不納 収入

予算現額 調定額 収入済額 欠損額 未済額 対予算 対調定

％ ％

2,553 22,899 2,690 0 20,209 105.37 11.75

2,774 23,604 2,606 0 20,998 93.94 11.04

△ 221 △ 705 84 0 △ 789 11.43 0.71

22,176 35,093 32,486 0 2,607 146.49 92.57

21,829 24,374 22,202 0 2,172 101.71 91.09

347 10,719 10,284 0 435 44.78 1.48

3,542 11,815 2,200 0 9,615 62.11 18.62

3,573 10,250 1,977 0 8,273 55.33 19.29

△ 31 1,565 223 0 1,342 6.78 △ 0.67

  町営住宅使用料の滞納額は１８４６万円で前年度に比べ６１万円増加し、収納率も６１．５８％

と低い。また、滞納の中にはかなり長期にわたって未納が継続し、滞納額が大きくなっているもの

や、垂水団地使用料も２１万円増加している。引き続き滞納の解消に向け格段の努力をされたい。

　社会福祉費貸付金の主なものは、同和対策事業費貸付金と住宅新築資金貸付金等があるが、新規

貸付は数年なく、滞納額は前年度に比べ７９万円減少している。

　各修学奨励費貸付金の滞納額は１２２２万円で前年度に比べ１７８万円増加している。滞納額が

年々増加する状況であり、滞納額の縮減に向けた具体的な対策を実行する必要がある。

　また、現年度分と滞納繰越分を分けて管理し、債権管理に万全を期すとともに、滞納の解消を図

るべく格段の努力をされたい。　

単位：千円

単位：千円

収入率

区　  　　　分

ウ、使用料及び手数料

エ、諸収入（貸付金元利収入）

垂水団地使用料

収入率

増  　減　  額

幼稚園使用料

増  　減　  額

平成 ２７年度

町営住宅使用料

修学奨励費貸付金

増  　減　  額

平成 ２７年度

増  　減　  額

平成 ２７年度

平成 ２７年度

平成 ２７年度

平成 ２７年度

１１

増  　減　  額

区　  　　　分

社会福祉費貸付金

同和修学奨励費貸付金

増  　減　  額



単位：　千円

平成２８年 平成２７年

収入未済額 収入未済額 差し引き増減額

10,198 9,309 889

83 248 △ 165

10,647 23,787 △ 13,140

610 524 86

22,060 17,912 4,148

1,971 980 991

△ 16 △ 71 55

12,040 9,828 2,212

18,461 17,856 605

368 150 218

193 293 △ 100

952 841 111

0 0 0

34 0 34

110 114 △ 4

486 229 257

29 11 18

0 0 0

2,608 2,172 436

9,615 8,272 1,343

20,209 20,899 △ 690

0 1,419 △ 1,419

2,707 576 2,131

113,365 115,349 △ 1,984

◎税及び利用料等収入未済額の状況

合　　　　　　計

修 学 奨 励 費 貸 付 金 （ 奨 学 金 ）

同 和 修 学 奨 励 費 奨 学 金

（ 住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 金 等 ）

民生費児童福祉費負担金（一時的保育）

介 護 保 険 料

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

社 会 福 祉 費 貸 付 金 元 利 収 入

民生費児童福祉費負担金（保育所）

国 民 健 康 保 険 税

幼 稚 園 使 用 料

簡 易 水 道 使 用 料

町 営 住 宅 使 用 料

公 共 下 水 道 費 使 用 料

垂 水 団 地 使 用 料

そ の 他 住 宅 使 用 料

返還が生じたことによる。

干 拓 地 残 土 受 け 入 れ 手 数 料

雑 入

１２

町 民 税 ( 法 人 ）

しかし、ともに不納欠損を固定資産税１３３７万円、干拓地手数料１４２万円していること

による。これを考慮すると収入未済額自体は増加している。

　昨年度と比べて増加している主なものは、国民健康保険税４１５万円、簡易水道使用料が

２２１万円、雑入２１３万円がある。簡易水道使用料は、簡易水道から法適用の水道会計に

漁 業 集 落 排 水 費 使 用 料

移行するため３月３１日での打ち切り決算になっていることによる。雑入は生活保護費での

区　  　　　分

町 民 税 ( 個 人 ）

固 定 資 産 税

　収入未済額合計では、耐前年度と比べると１９８万円の減少となっている。

農 業 集 落 排 水 費 使 用 料

軽 自 動 車 税

民生費児童福祉費負担金（児童クラブ）



　（２）歳出

一般会計の本年度歳出決算状況を前年度と対比して示すと次のとおりである。

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

％

71,597 69,443 0 2,154 96.99

1,573,322 1,483,632 10,093 79,597 94.30

1,646,714 1,451,984 40,212 154,518 88.17

684,641 610,140 57,618 16,883 89.12

15,000 15,000 0 0 100.00

955,216 606,015 330,589 18,612 63.44

120,062 115,145 0 4,917 95.90

801,878 655,987 108,320 37,571 81.81

374,558 364,315 0 10,243 97.27

649,543 619,097 0 30,446 95.31

172,442 131,798 34,125 6,519 76.43

1,352,689 1,351,194 0 1,495 99.89

1 0 0 1 0.00

2,850 0 0 2,850 0.00

8,420,513 7,473,750 580,957 365,806 88.76

7,591,379 6,781,202 570,925 239,252 89.33

829,134 692,548 10,032 126,554 △ 0.57

土 木 費

消 防 費

増  　減　  額

平成２８年度計

平成 ２７年度

公 債 費

予 備 費

区　  　　　分

議 会 費

総 務 費

商 工 費

１３

　（歳出決算状況） 単位：千円

諸 支 出 金

教 育 費

災 害 復 旧 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費



（歳出決算額構成の対前年度比較）

単位：千円

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減比率

％ ％ ％

69,443 0.93 75,885 1.12 △ 6,442 △ 0.19

1,483,632 19.85 1,469,323 21.67 14,309 △ 1.82

1,451,984 19.43 1,402,828 20.69 49,156 △ 1.26

610,140 8.16 568,973 8.39 41,167 △ 0.23

15,000 0.20 15,942 0.24 △ 942 △ 0.03

606,015 8.11 342,389 5.05 263,626 3.06

115,145 1.54 104,381 1.54 10,764 0.00

655,987 8.78 439,610 6.48 216,377 2.29

364,315 4.87 300,285 4.43 64,030 0.45

619,097 8.28 565,511 8.34 53,586 △ 0.06

131,798 1.76 0 0.00 131,798 1.76

1,351,194 18.08 1,496,075 22.06 △ 144,881 △ 3.98

0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00

7,473,750 100 6,781,202 100 692,548 10.21

　前年度対比で６億９２５５万円（１０．２１％）と増加している。増加額の大きいものは農林水

産業費(西野干拓排水機・広田排水機の整備等)２億６３６３万円、土木費（浜谷川整備・向山住宅

防水工事・草木線整備工事等）２億１６３８万円、豪雨の災害復旧費費１億３１８０万円である。

　減少している主なものは公債費１億４４８８万円である。

　なお、翌年度繰越明許額は、一般会計で５億８０９６万円である。

  

比較増減
区　　　分

議 会 費

総 務 費

平成２８年度

労 働 費

土 木 費

消 防 費

平成２７年度

民 生 費

衛 生 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

農 林 水 産 業費

１４

計

諸 支 出 金

前年度繰り上げ充当金

公 債 費

商 工 費



職員数 総時間数 最少時間数 最多時間数 一人当たり時間数

議 会 事 務 局 1 8 8 8 8

総務企画課(庶務・行政・財政) 9 4,359 345 765 484

総務企画課(企画調整係) 4 1,707 251 596 426

会 計 課 1 157 157 157 157

住 民 課 ( 税 務 係 ) 6 1,311 138 297 218

住民課(住民・人権広報統計) 6 526 26 206 87

福 祉 課 10 2,000 87 394 185

保 健 衛 生 課 9 2,156 54 529 239

地 域 経 営 課 11 2,215 56 443 201

建 設 課 8 2,258 53 568 282

建 設 課 （ 船 員 ） 5 507 92 123 101

上 下 水 道 課 6 442 29 171 73

住 民 課 大 崎 窓 口 係 3 195 61 68 65

住 民 課 木 江 窓 口 係 2 228 81 147 114

教育委員会(総務学校教育係) 3 176 19 108 58

大 崎 ・ 木 江 幼 稚 園 1 43 43 43 43

教育委員会(社会教育係) 4 1,551 236 505 387

小 計 89 19,839 222

平 成 ２ ７ 年 度 92 17,062 185

参議院議員選挙(7月) 66 1,232 - - 18

夏 ま つ り 25 200 - - 8

敬 老 会 39 175 - - 4

町 長 選 挙 (4 月 ) 69 0 - - 0

す み れ 祭 り 19 130 - - 6

町議会議員選挙(3月) 65 1,142 - - 17

小 計 2,879

　時間外勤務について、選挙・イベント等を除く総時間数、一人あたり時間数が前年度比４時間の

減となっているが４００時間（最少でも３００時間を超えており最多で５６８時間）を超える職場

もあり、慢性化が見て取れる。その原因を究明のうえ、職員の健康管理、労働意欲向上の観点から

引き続き削減に努力されたい。

平成２８年度課別時間外勤務状況（年間時間数）

１５



特別会計の決算収支は次表のとおりである。 単位：千円

0

0

0

3,270

0

0

0

0

0

0

0

3,270

　各会計の概要は以下のとおりである。

（１）国民健康保健事業特別会計

　（歳入） 単位：千円

不納

欠損額 対予算 対調定
％ ％

160,882 161,475 825 100.37 87.59

50 56 0 112.00 100.00

236,242 231,746 0 98.10 100.00

30,867 27,227 0 88.21 100.00

392,331 392,332 0 100.00 100.00

64,522 76,172 0 118.06 100.00

1 0 0 0.00 0.00

272,202 298,778 0 109.76 100.00

140 139 0 99.29 100.00

227,922 139,758 0 61.32 100.00

13,000 13,000 0 100.00 100.00

109 889 0 815.60 100.00

1,398,268 1,341,572 825 95.95 98.32

1,451,741 1,423,511 525 98.06 98.72

△ 53,473 △ 81,939 300 △ 2.11 △ 0.40

３、特別会計

168

449,802

前期高齢者交付金 392,332 0

後期高齢者医療保険事業 165,049 168

22,060

17,912

4,148

収入率

0

0

0

22,060

0

0

8,748

6,654

262

224

449

0

136,139

収入

未済額

0

0

139,409

6,654

実質収支

11,279

46,346

43,155

10,129

8,725

0

8,748

平 成 ２ ７ 年 度 1,441,948

81,241

139,758

13,000

889

1,364,457

76,172

81,017

3,376 262

0

298,778

224

0

184,360

142,676 449

形式収支

11,279

46,346

46,425

10,129

8,725

142,862

54,976

16,038

3,114

39,291

231,746

22,692

調定額

143,125

4,026,505 3,887,096

予算現額 収入済額

療養給付費交付金

県 支 出 金

計

区　  　　　分

27,227

56

国 民 健 康 保 険 税

漁 港 管 理

交 通 事 業

干 拓 地 管 理

漁業集落排水事業

港 湾 管 理

国民健康保険事業

簡 易 水 道 事 業

公 共 下 水 道 事 業

農業集落排水事業

介 護 保 険 事 業

歳　入 歳　出

1,341,572

1,554,749

1,330,293

1,508,403

翌年度へ繰
越すべき財

源

165,217

152,991

48,016

403,377

連 合 会 支 出 金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

63,724

区　  　　　分

１６

諸 収 入

平 成 ２ ８ 年 度 計

共 同 事 業 交 付 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

増 減 額 △ 77,491

139



　（歳出）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率　％

31,300 29,528 0 1,772 94.34

899,784 845,988 0 53,796 94.02

7 5 0 2 71.43

36,411 36,411 0 0 100.00

113,630 113,626 0 4 100.00

82 81 0 1 98.78

263,671 256,622 0 7,049 97.33

8,962 8,748 0 214 97.61

29,834 29,834 0 0 100.00

1 0 0 1 0.00

9,586 9,450 0 136 98.58

5,000 0 0 5,000 0.00

1,398,268 1,330,293 0 67,975 95.14

1,451,741 1,410,510 0 41,231 97.16

△ 53,473 △ 80,217 0 26,744 △ 2.02

　本年度の歳入決算額は１３億４１５７万円、歳出決算額は１３億３０２９万円で形式収支、実

質収支は１１２８万円の黒字となっている。

　収入済額は、予算現額を５６７０万円下回り、調定額に対する収入率は９８．３２％である。

　また、不納欠損額は８３万円で対調定比０．０６％、収入未済額は２２０６万円で同１．６２％

となっている。

　なお、前年度に比べると収入済額は８１９４万円の減、不納欠損額は３０万円の増、収入未済額

は４１５万円増加している。　

　歳入の主なものは、前期高齢者交付金（構成比２９．２４％）、共同事業交付金（同２２．２７

％）、国庫支出金（同１７．２７％）、国保税（同１２．３６％）である。

　支出済額は１３億３０２９万円で執行率９５．１４％、前年度に比べて８０２２万円（５．６

９％）減少している。

　歳出の主なものは、保険給付費（構成比６３．５５％）、共同事業拠出金（同１９．２９％）

、後期高齢者納付金等（８．５４％）となっている。不用額は６７９８万円で前年度より２６

７４万円（６４．８６％）増加している。

滞納額は平成２６年度１８６３万円、平成２７年度１７９１万円、平成２８年度２２０６万円

となり、２８年度は現年度の収入未済が３８９万円増加している。

徴収率は平成２７年度８８．８６％、平成２８年度８７．５９％と下がっている。

　徴収担当課でも徴収率の向上に努力はされているが、現年度分の年度内納付に努められ滞納額

の減少に努められたい。

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

平成２８年度計

平 成 ２ ７ 年 度

増 減 額

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

１７

単位：千円

共同事業拠出金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

区　  　　　分

総 務 費

保 険 給 付 費

老人保健拠出金

介 護 納 付 金



（２）介護保険事業特別会計

　（歳入） 単位：千円

不納

欠損額 対予算 対調定

％ ％

266,967 273,963 319 102.62 99.17

1 11 0 1100.00 100.00

390,457 370,702 0 94.94 100.00

407,204 391,544 0 96.15 100.00

218,581 214,365 0 98.07 100.00

19 18 0 94.74 100.00

245,402 245,402 0 100.00 100.00

58,675 58,675 0 100.00 100.00

342 69 0 20.18 100.00

1,587,648 1,554,749 319 97.93 99.85

1,548,070 1,521,391 447 98.28 99.91

39,578 33,358 △ 128 △ 0.35 △ 0.06

　（歳出） 単位：千円

執行率

93.82

95.43

79.66

0.00

100.00

0.00

99.64

0.00

95.01

94.49

0.52

 本年度の歳入決算額は１５億５４７万円、歳出決算額は１５億８４０万円で形式収支、実質収支とも

に４６３５万円の黒字である。

　介護保険料の 収入済額は、２億７３９６万円で収入未済額１９７万円で前年度より５４万円増加、

不納欠損額は３２万円、調定額に対する収入率は９９．１７％で前年度より０．３１低下している。

諸 収 入

平成２８年度計

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

県 支 出 金

調定額区　  　　　分 予算現額

保 険 料 276,253

収入済額

245,402

58,675

69

1,557,039

11

370,702

391,544

214,365

0

0

収入

未済額

0

増 減 額 34,221

18

平 成 ２ ７ 年 度 1,522,818 980

991

収入率

0

0

0

1,971

0

1,971

0

予 備 費

平成２８年度計

財政安定化基金拠出金

基 金 積 立 金

区　  　　　分

総 務 費

保 険 給 付 費

地方支援事業費

平 成 ２ ７ 年 度

増 減 額

予算現額 支出済額

1,416,790 1,351,979

1 0

公 債 費

諸 支 出 金

翌年度繰越額 不用額

56,295 52,814 0 3,481

0 64,811

51,709 41,189 0 10,520

25,766 25,766 0 0

0 1

300

36,786 36,655 0 131

1 0 0 1

1,587,648 1,508,403 0

300 0 0

１８

79,245

39,578 45,687 0 △ 6,109

1,548,070 1,462,716 0 85,354



　歳入の主なものは国庫支出金（構成比２３．８４％）支払基金交付金（同２５．１８％）、保険

料（同１７．６２％）、一般会計繰入金（同１５.７８％）、県支出金（同１３．７９％）である。　

　支出済額は１５億８４０万円で執行率９５．０１％、不用額は４５６９万円で前年度より６５５万円

増加している。支出済額の主なものは、保険給付費１３億５１９８万円万円(構成比８９．６３％)

である。保険料の滞納額は１９７１万円で、前年度に比べ９９万円増加している。

　滞納の解消と徴収率の向上にむけ一層努力されたい。

（３）後期高齢者医療保険事業特別会計

　（歳入） 単位：千円

不納

欠損額 対予算 対調定

％ ％

111,838 111,585 25 99.77 99.99

50 10 0 20.00 100.00

52,737 51,785 0 98.19 100.00

1,397 1,397 0 100.00 100.00

51 440 0 862.75 100.00

166,073 165,217 25 99.48 99.99

159,198 159,012 0 99.88 100.04

6,875 6,205 25 △ 0.40 △ 0.05

　（歳出） 単位：千円

執行率

％

91.14

99.58

85.80

0.00

99.38

99.01

0.37

　本年度の歳入決算額は１億６５２２万円、歳出決算額は１億６５０５万円、形式収支、実質収支ともに

１７万円の黒字である。

　収入の主なものは、保険料１億１１５９万円で構成比６７．５４％、繰入金５１７９万円３１．３４％

である。滞納繰越分は８万円の収納と不能欠損３万円により解消したが、現年度分が８万円滞納繰越と

なっている。収入未済額がマイナスとなっているのは、保険料の還付未済による。

　支出済額は１億６５０５万円で執行率９９．３８％、また、不用額は１０２万円である。

△ 71

55

0

0 △ 559増 減 額 6,875 7,434

平成２８年度計 166,073

平 成 ２ ７ 年 度 159,198 157,615

諸 支 出 金 514 441

予 備 費 0

総 務 費 2,923 2,664 259

広域連合納付金 162,635

　　　

1

1,583

0

0

165,049 1,024

73

1

翌年度繰越額

0

0161,944 691

不用額

平 成 ２ ７ 年 度

増 減 額 6,285

区　  　　　分 予算現額 支出済額

158,941

諸 収 入 440 0

平成２８年度計 165,226 △ 16

繰 越 金

収入率

後期高齢者医療
保険料 111,594 △ 16

使用料及び手数料 10 0

1,397 0

0

　　　　　　　１９

区　  　　　分 予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

繰 入 金 51,785 0



　歳出の主なものは、広域連合納付金（構成比９８．１２％）である。

これからも滞納が起こらないよう努められたい。

（４）簡易水道事業特別会計

　（歳入） 単位：千円

不納

欠損額 対予算 対調定

％ ％

577 243 0 42.11 100.00

296,741 300,508 0 101.27 96.14

0 0 0 0.00 0.00

815 0 0 0.00 0.00

1 0 0 0.00 0.00

108,130 108,130 0 100.00 100.00

11,621 11,621 0 100.00 100.00

1 0 0 0.00 0.00

29,400 29,300 0 99.66 100.00

447,286 449,802 0 100.56 97.22

404,070 408,218 0 101.03 97.65

43,216 41,584 0 △ 0.47 △ 0.43

　（歳出） 単位：千円

執行率

88.53

99.79

0.00

90.18

98.15

△ 7.97

　本年度の歳入決算額は４億４９８０万円、歳出決算額は４億３３８万円で、形式収支４６４３万円、

翌年度に繰り越す額３２７万円を引いた実質収支が４３１６万円の黒字である。

　収入済額は、予算現額を２５２万円（０．５６％）上回り、調定額に対する収入率は９７．２２％

である。歳入の主なものは、水道使用料（構成比６６．８１％）、一般会計繰入金（同２４．０４％

）である。

　支出済額は、４億３３８万円で執行率９０．１８％、前年度に比べると６７８万円（１．７１％）

0

0 142

40,639447,286 403,377 3,270

100 0 0

43,216 6,780 3,270 33,166

100

66,499

396,597 0 7,473

66,357

337,020 3,270

翌年度繰越額 不用額

40,397

平成２８年度計

区　  　　　分

簡 易 水 道 費

404,070

380,687

0

12,051

収入

未済額

平 成 ２ ７ 年 度

増 減 額

予算現額 支出済額

公 債 費

予 備 費

町 債 29,300

9,827

3,045

収入率

0

0

0

12,872

0

区　  　　　分 予算現額

分担金及び負担金

増 減 額 44,629

平 成 ２ ７ 年 度 418,045

108,130

11,621

0

２０

収入済額

諸 収 入

平成２８年度計

繰 入 金

繰 越 金

使用料及び手数料

財 産 収 入

調定額

821 821

国 庫 支 出 金 0 0

243

県 支 出 金

312,559

0

462,674



の増加となっている。

　歳出の主なものは、安芸灘供給水料金２億３３３６万円（構成比５７．８５％）である。支出済額

６７８万円の増加は、簡易水道から法適用の公営企業会計システム構築等による。

　水道使用料の滞納額は１２０４万円で、前年度（９８３万円）に比し２２１万円大幅に増加しいる。

　収入率は９７．２２％で前年度（９７．６５％）より０．４３ポイント下回っている。これは、簡易

水道から水道事業になるため、３月３１日での打ち切り決算によることもあるが、滞納額が大幅に増加

している。長期、高額な滞納も多く、町として組織的な対応を検討し収入率の向上と滞納額の減少を図

られたい。

（５）公共下水道事業特別会計

　（歳入） 単位：千円

対予算 対調定

％ ％

500 500 100.00 100.00

52,824 56,847 107.62 98.35

8,000 8,000 100.00 100.00

0 0 0.00 0.00

79,975 79,975 100.00 100.00

7,669 7,669 100.00 100.00

2 0 0.00 0.00

0 0 0.00 0.00

148,970 152,991 102.70 99.38

125,825 129,185 102.67 99.35

23,145 23,806 0.03 0.03

　（歳出） 単位：千円

    不用額 執行率

6,007 92.87

1 100.00

100 0.00

6,108 95.90

4,310 96.57

1,798 △ 0.67

２１

繰 越 金

町 債

県 支 出 金

繰 入 金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

平成２８年度計 153,942 951

0

0 0

諸 収 入 0

79,975

7,669

調定額区　  　　　分 予算現額

分担金及び負担金 500

57,798

8,000

0

収入率

0

0

0

収入未済額収入済額

0

0

951

区　  　　　分 予算現額 支出済額

841

110増 減 額 23,916

平 成 ２ ７ 年 度 130,026

翌年度繰越額

公 債 費 64,654 64,653

下 水 道 費 84,216 78,209

平成２８年度計 148,970 142,862

予 備 費 100 0

0増 減 額 23,145 21,347

平 成 ２ ７ 年 度 125,825 121,515

0

0

0

0

0



　本年度の歳入決算額は１億５２９９万円、歳出決算額は１億４２８６万円で、形式収支、実質収支

ともに１０１３万円の黒字である。

　収入済額は、予算現額を３３６万円（２．６７％）上回り、調定額に対する収入率は９９．３５％

である。歳入の主なものは、使用料及び手数料５６８５万円（構成比３７．１６％）、繰入金７９９

８万円（同５２．２７％）である。

　支出済額は１億４２８６万円で執行率９５．９０％、前年度に比べると２１３５万円（１７．

５７％）の増加となっている。歳出の主なものは、公債費が６４６５万円(構成比４５．２６％)

である。

  年度末の累計加入戸数は９２２戸で、供用可能戸数１２００戸に対する加入率は７６．８％である。

（本年度加入戸数１７戸）

　下水道事業の健全運営のためにも、引き続き加入率向上に努力されたい。

（６）農業集落排水事業特別会計

　（歳入） 単位：千円

対予算 対調定

％ ％

100 300 0 300.00 100.00

8,595 8,671 0 100.88 100.00

35,984 35,984 0 100.00 100.00

328 3,061 0 933.23 100.00

2 0 0 0.00 0.00

45,009 48,016 0 106.68 100.00

38,158 38,633 0 101.24 100.00

6,851 9,383 0 5.44 0.00

　（歳出） 単位：千円

翌年度繰越額 　不用額 執行率

％

0 5,617 80.97

0 1 99.99

0 100 0.00

0 5,718 87.30

0 2,586 93.22

0 3,132 △ 5.92

予 備 費 100 0

下 水 道 費 29,511

増 減 額 6,851 3,719

平 成 ２ ８ 年 度 計 45,009 39,291

平 成 ２ ７ 年 度 38,158 35,572

9,383

平 成 ２ ７ 年 度 38,633

23,894

公 債 費 15,398 15,397

区　  　　　分 予算現額 支出済額

予算現額

分担金及び負担金 300

調定額

諸 収 入 0

区　  　　　分

3,061

8,671

35,984

２２

平 成 ２ ８ 年 度 計 48,016

収入済額

繰 越 金

繰 入 金

使用料及び手数料

収入率
収入未済額

増 減 額



　本年度の歳入決算額は４８０２万円、歳出決算額は３９２９万円で、形式収支、実質収支ともに

８７３万円の黒字である。

　収入済額は、予算現額を３０１万円上回り、調定額に対する収入率は１００．００％である。歳入

の主なものは、一般会計繰入金（構成比７４．９４％）である。

　支出済額は３９２９万円で、執行率は８７．３０％、前年対比３７２万円増加している。

　支出の主なものは、公債費１５４０万円（構成比３９．１９％）、施設管理費１３４７万円（同

３４．２９％）である。

  本年度末の累計加入戸数は２２８戸で、供用可能戸数３０７戸に対する加入率は7４．３％となって

いる。　（本年度加入戸数３戸)　

　農業集落排水事業の健全運営のためにも、加入率の向上を目指して更なる努力されたい。

（７）漁業集落排水事業特別会計

　（歳入） 単位：千円

対予算 対調定

％ ％

300 800 266.67 100.00

13,892 14,019 100.91 99.76

0 0 0.00 0.00

25 25 100.00 100.00

43,415 43,415 100.00 100.00

460 5,463 1187.61 100.00

2 2 100.00 0.00

58,094 63,724 109.69 99.95

67,449 67,528 100.12 100.00

△ 9,355 △ 3,804 9.57 △ 0.05

　（歳出） 単位：千円

翌年度繰越額 執行率

91.12

100.00

0.00

0 94.63

0 92.02

0 2.62

0

34

収入未済額
収入率

分担金及び負担金 800 0

区　  　　　分 予算現額 調定額 収入済額

財 産 収 入 25

繰 入 金 43,415

使用料及び手数料 14,053

県 支 出 金 0

平成２８年度計 63,758 34

0

繰 越 金 5,463

諸 収 入 2

区　  　　　分 予算現額 支出済額 不用額

平 成 ２ ７ 年 度 67,528 0

増 減 額 △ 3,770 34

下 水 道 費 33,993 30,976 3,017

予 備 費 100 0 100

公 債 費 24,001 24,000 1

62,065 5,384

平成２８年度計 58,094 54,976 3,118

0

0

0

２３

増 減 額 △ 9,355 △ 7,089 △ 2,266

平 成 ２ ７ 年 度 67,449



町税、貸付金滞納額一覧表

件数 滞納総額 件数 滞納総額

10,282 9,230 1,052

2 83 6 218 △ 135

268 10,297 285 23,356 △ 13,059

106 615 110 507 108

224 21,584 207 17,233 4,351

3 79 5 115 △ 36

59 2,253 36 1,297 956

2608 12,040 2174 9,828 2,212

257 952 222 841 111

194 18,360 201 17,743 617

3 290 8 261 29

1 30 7 41 △ 11

1 21 6 16 5

２９年５月末 ２８年５月末

3 96 4 98 △ 2

27 2,457 15 2,106 351

46 9,128 41 8,111 1,017

２９年５月末 ２８年５月末

5 486 9 496 △ 10

２９年５月末 ２８年５月末

7 29 2 11 18

0 0 0 0 0

２９年５月末 ２８年５月末

3 9,871 9 10,206 △ 335

1 4,132 6 4,252 △ 120

1 370 2 443 △ 73

1 5,069 10 5,224 △ 155

2 769 2 775 △ 6

109,293 112,408

単位：　千円

区　  　　　分

町 民 税 ( 法 人 ）

民生費児童福祉費負担金（一時的保育）

簡 易 水 道 使 用 料

２８年５月末２９年５月末

下 水 道 使 用 料

町 民 税 ( 個 人 ）

垂 水 団 地 共 益 費

修学奨励費貸付金 （同和奨学金）

民 生 費 児 童 福 祉 費 負 担 金
（ 保 育 所 保 育 料 ）

固 定 資 産 税

増　減

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

同 和 対 策 事 業 貸 付 金

修 学 奨 励 費 貸 付 金 （ 奨 学 金 ）

軽 自 動 車 税

国 民 健 康 保 険 税

垂 水 団 地 使 用 料

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 金

児 童 ク ラ ブ 保 護 者 負 担 金

介 護 保 険 料

町 営 住 宅 使 用 料

結 婚 資 金

垂 水 団 地 駐 車 場 使 用 料

住 宅 取 得 資 金

幼 稚 園 使 用 料 （ 授 業 料 ）

住 宅 改 修 資 金



　本年度の歳入決算額は６３７２万円、歳出決算額は５４９８万円で、形式収支、実質収支ともに

８７４万円の黒字である。収入済額は、予算現額を５６３」万円（９．６９％）上回り、調定額に

対する収入率は、９９．９５％であり、収入未済が３万円となっている。

　歳入の主なものは、一般会計繰入金４３４２万円（構成比６８．１３％）及び使用料及び手数料

１４０２万円（同２２．００％）である。

　支出済額は、５４９８万円で執行率９４．６３％、前年度に比べ７０９万円（１１．４２％）

減少している。

　歳出の主なものは、公債費２４００万円（構成比４３．６６％）、施設管理費２５ｒ０２１万円

（同３６．７７％）である。

　本年度末の累計加入戸数は２５９戸、供用可能戸数５４５戸に対する加入率は４７．５％である。

　(本年度加入戸数８戸）

  漁業集落排水事業の健全運営のためにも、加入率の向上を目指して更なる努力されたい。

（９）交通事業特別会計

 （歳入） 単位：千円

対予算 対調定

％ ％

39,563 41,188 104.11 100.00

15,976 17,069 106.84 100.00

22,972 17,300 75.31 100.00

2,079 2,079 100.00 100.00

4,239 3,605 85.04 100.00

84,829 81,241 95.77 100.00

80,048 77,898 97.31 100.00

4,781 3,343 △ 1.54 0.00

 （歳出） 単位：千円

翌年度繰越額 執行率

0 95.60

0 100.00

0 0.00

0 95.51

0 94.72

0 0.79

　本年度の歳入決算額は８１２４万円、歳出決算額は８１０２万円、形式収支、実質収支ともに

２２万円の黒字である。運航費用（船体の塗装等）の増加により５２０万円の増となっている。

収入済額は予算現額を２１５万円(△２．６９％)下回り、調定額に対し収入率は１００％である。

3,343 0

平成２８年度計 81,241

諸 収 入 3,605 0

0

平 成 ２ ７ 年 度 77,898

予 備 費 100 0 100

区　  　　　分 予算現額 支出済額

80,735 3,712

0

不用額

事 業 費 84,447

増 減 額

県 支 出 金 17,069 0

17,300 0

収入未済額

繰 越 金 2,079 0

２４

増 減 額 4,781 5,198 △ 417

繰 入 金

平成２８年度計 84,829

収入率

国 庫 支 出 金 41,188 0

区　  　　　分

81,017 3,812

予算現額

平成２７年度計 80,048 75,819 4,229

調定額 収入済額

公 債 費 282 282 0



　歳入の主なものは、国庫支出金４１１９万円（構成比５２．８７％）、一般会計繰入金１７３０万円

（同２１．９２％）である。

　支出済額は８１０２万円で執行率は９５．５１％となっている。　

歳出の主なものは、人件費、需用費（燃料費、修繕費）等の運航費用５９８７万円（７３．９０％）

が歳出の大半を占めている。一般会計からの繰入金は１７３０万円となっている。　

引き続き利用客の増、経費の節減等経営努力を願いたい。

（１０）干拓地管理特別会計

 　（歳入） 単位：千円

不　納 収　入

欠損額 未済額 対予算 対調定

％ ％

6,002 10,023 1,419 0 166.99 87.60

18 19 0 0 105.56 100.00

301,759 129,900 0 0 43.05 0.00

1 3,183 0 0 318300.00 100.00

4 0 0 0 0.00 0.00

307,784 143,125 1,419 0 46.50 99.02

10,505 12,764 0 1419 121.50 90.00

297,279 130,361 1,419 △ 1,419 △ 75.00 9.02

　（歳出） 単位：千円

不用額 執行率

556 46.36

1 0.00

557 46.36

697 91.20

0 △ 44.85

万円の黒字である。不納欠損を１７２万円行って滞納繰越は無くなっている。

　収入済額は予算現額を１億６４６６万円（５３．５０％）した回り、調定額に対する収入率は９９．

　支出済額は１億４２６８万円で執行率は４６．３６％で、１億６４５５万円っを翌年度に繰り越して

いる。歳出の主なものは、通常の干拓地管理委託料２４２７万円に加え、２８年度は干拓地の造営及び

水路改修に伴う委託料４１１３万円、工事請負費８４２０万円である。

ＧＬ校開校後を含め総合的な利用計画を作成し、維持管理費の軽減を図った有効活用について引き続き

検討されたい。

収入率

財 産 収 入 19

使用料及び手数料

収入済額

11,442

調定額

繰 入 金 129,900

3,183

平成２８年度計 144,544

区　  　　　分 予算現額

諸 収 入

増 減 額 130,361

区　  　　　分 予算現額 支出済額

繰 越 金

0

平 成 ２ ７ 年 度 14,183

予 備 費 1 0

総 務 費 307,783 142,676

０２％である。事業の繰越により予算額より収入済額は大幅に下回っている。　

164,551

平 成 ２ ７ 年 度 10,505 9,581

平成２８年度計 307,784 142,676

翌年度繰越額

164,551

0

164,551

0

２５

増 減 額 297,279 133,095

  本年度の歳入決算額は１億４３１３万円、歳出決算額は１億４２６８万円で形式収支、実質収支ともに４５



（１１）その他の会計

　それぞれ適正に処理されており、特に指摘するところはないが、今後においても各会計の健全な

財政運営に努められたい。

４、財産の状況

　　財産の本年度における移動および本年度末現在高の状況は以下のとおりである。

 （１）公有財産

平成２７年度末現在高 平成２８年度中増減額 平成２８年度末現在高

行　政　財　産 1,876,711 △ 11,626 1,865,085

普　通　財　産 295,224 19,674 314,898

計 2,171,935 8,048 2,179,983

行　政　財　産 75,744 △ 1,389 74,355

普　通　財　産 1,807 704 2,511

計 77,551 △ 685 76,866

25,677 0 25,677

出資による権利は２５６８万円で増減はなかった。合併後固定化しており見直しを実施されたい。

いた。

　今後も、台帳への入力作業、廃棄時の事務処理等の体制を確立し、備品の適正管理を行うこと。

単位：千円

平成２８年度末 平成２７年度末 増　減　額

2,418,687 2,690,466 △ 271,779

1,010,989 975,326 35,663

0 0 0

591,996 609,870 △ 17,874

1,473,873 1,331,502 142,371

12,751 12,749 2

50,752 50,531 221

104,171 108,971 △ 4,800

17,485 17,480 5

２６

郵 便 切 手 類 購 入 基 金

地 域 振 興 基 金

ふ る さ と づ く り 基 金

地 域 福 祉 基 金

区　　分

　（３）基金

有効活用を検討するとともに、適正な管理に努められたい。　

共 同 墓 地 基 金

町有施設においても整備が進み、現地実査における備品と台帳の突合では概ね適正に管理されて

古 田 奨 学 金 基 金

減 債 基 金

国 光 奨 学 金 基 金

財 政 調 整 基 金

　物品については平成２３年度に備品台帳の整理が実施され、これまでの指摘事項は改善され、

　（２）物品

よる。公有財産については、売却可能資産等の仕分けを行い、財産利活用検討委員会等を活用し、

㎡

１９，６７４㎡増加している。主には４，５２３㎡の寄付と生野島の用途廃止１０，２９２㎡に

㎡

㎡

　土地は前年度末現在高から、用途廃止等により行政財産が１１，６２６㎡減少し、普通財産が

千円

㎡

㎡

区　　　分

㎡

土　地

建　物

単位

出資による権利



平成２８年度末 平成２７年度末 増　減　額

109,096 109,441 △ 345

361,044 361,044 0

63,399 87,565 △ 24,166

76,481 50,716 25,765

47,040 48,921 △ 1,881

6,200 19,578 △ 13,378

69,760 56,847 12,913

434,903 347,431 87,472

6,848,627 6,878,438 △ 29,811

　本年度の基金現在高は６８億４８６２万円で、前年度対比２９８１万円減少した。主には財政

調整基金が２億７１７８万円減少となっている。

 超低金利の現状においては、多くの運用益を望むべきもないが引き続き安全、有利な運用を望む。

むすび

　本年度の一般会計の歳入歳出状況をみると、歳入は７８億９８８６万円（昨年度７０億９２３４

万円）で８億６５２万円１１．３７％の増、歳出は７４億７３７５万円（前年度６７億８１２０万

円）で、６億９２５５万円１０．２１％増加している。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源１億３１７４万円を差し引いた実質収支額は、２

億９３３７万円の黒字である。

　歳入の基本である町税は、１１億１７９２万円で前年度末比５４１２万円の減である。徴収率は

９６．９２％で前年度対比で１．２８ポイント上昇している。

  基金は６８億４８６３万円で前年度対比２９８１万円減少し、町債は１２７億２１５３万円で

前年度対比１億４３９４万円減少している。

　一般会計に特別会計を合わせた純決算額では、歳入１１０億８８６７万円（前年度１０３億７９

６５万円）、歳出は１０５億２４１５万円（前年度９９億５５９６万円）で翌年度に繰り越すべき

財源１億３５０１万円を差し引いた実質収支額は４億２９５０万円黒字である。

　普通会計の歳入の構成は自主財源比率が２９．１％で前年度比２．５％増加し、金額で見ると

４億１４１５万円の増である。

　歳出の構成をみると、前年度対比で義務的経費は人件費、公債費の減で1億２２４２万円減少して

おり、物件費等の増により経常的経費は５８７３万円の増加となっている。投資的経費は２か所の

排水施設の更新、災害復旧工事等で７億８０８万円増加し、その他経費は積立金の減で７１２０万

円減少した。

　普通会計の主要財政比率をみると、経常収支比率は前年度対比３．２ポイント上昇して８８．

４％、財政力指数は０．２９６（前年度対比０．００１の増）、実質収支比率は７．０％（前年度

　町税及び各種使用料、貸付金等の収入未済額総額は約１億１３３７万円で、前年度対比１９８

万円の減少となったが、固定資産税１３３７万円を不納欠損処分したことによる。

２７

合 計

国民健康保険財政調整基金

下 水 道 事 業 減 債 基 金

垂 水 団 地 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

区　　分

長 島 大 橋 維 持 管 理 基 金

大 串 干 拓 地 整 備 基 金

土 地 開 発 基 金

過 疎 地 域 自 立 促 進 基 金

対比２．２％の増）である。



　いわゆる滞納課題については、担当課において現年度での新規滞納者の発生防止に取り組むと

ともに、改編整備された債権確保対策委員会を全庁全部署で有効に機能を図り、回収の具体的成

果を効率的に追及して下さい。

　地域の特性（過疎、離島等）を活用し、補助金、交付金等の導入を組み合わせての地域おこし、

活性化の事業（大崎海星高校活性化、ＧＬ校誘致、農業振興等）の動きが具体化し、そのプロセス

と成果に対しさまざまに期待が寄せられています。今後の事業の具体化については、事業、施設

が次世代の重荷にならないよう、維持、管理、運営プロセスを身軽な仕組みに工夫し、当町に於け

　決算審査の過程において、予算執行及び事務の処理が適正に行われている事を確認するとともに

事務事業、プロジェクト事業等において歳入の確保、歳出の抑制、事務事業の効率化等に積極的に

取組み、健全な財政運営に向けた努力が続けられている幾つもの例に触れることができました。

一方、予算の活用については、期末の議会開催時期が変更されたことによる影響はあるが、不用額

が増大しています。当初予算と計画事業については、半期経過までにその見通しと内容を吟味し、

戦略的に見直すとともに大胆に補正を行い予算の再配分を可能にし、緊急、新規、待機事業に機会

を逃さず有効に活用されることが求められています。

　事業プロセスと社会情勢の変化に機敏に反応しながら、健全な財政運営の担い手として、その期

待に応え続けられるよう期待します。

　

　　以上を決算審査意見書とする。

　　

　　　大崎上島町監査委員　　澤田　武義

２８

　　　大崎上島町監査委員　　道林　清隆

る持続可能な事業として推進されることが望まれます。

平成２９年９月６日


